平成１７年１２月２０日判決言渡　同日原本領収　裁判所書記官　小西博文

平成１６年（行ウ）第６号　健康管理手当支給等請求事件

　　　　　　　　　　　　判　　　　　　　　　決

大韓民国釜山市○○

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　亡崔季澈訴訟承継人

原　　　　　　　告　　　　　　　　EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(ペク),白)　　　　　　EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(ラク),樂)　　　EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(イン),任)
同国京畿道コヤン市○○

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　同

原　　　　　　告　　　　　　　　　崔　　　　　　○　　　○
同国釜山広域市○○

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　同

原　　　　　　告　　　　　　　　　　崔　　　　　○　　　○

同国釜山広域市○○

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　同

原　　　　　　告　　　　　　　　　　崔　　　　　　○　　　○

同国慶尚南道○○

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　同

原　　　　　　告　　　　　　　　　　崔　　　　　　○　　　○

同国釜山広域市○○

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　同

原　　　　　　告　　　　　　　　　　崔　　　　　　○　　　○

同国釜山広域市○○

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　同

原　　　　　　告　　　　　　　　　　崔　　　　　　○　　　○

原告７名訴訟代理人弁護士　　　　　龍　　　田　　　紘　一　朗
同　　　　　　　　　　　  　　　小　　　林　　　　清　　　隆

長崎市桜町２番２２号

被　　　　　告　　　　　　　　　長　　　　　崎　　　　　市

同代表者市長　　　　　　　　　　伊　　　藤　　　　一　　　長

東京都千代田区霞が関１丁目１番１号

被　　　　　告　　　　　　　　　国　　　　　　　　　　　　　　
同代表者法務大臣　　　　　　　　杉　　　浦　　　　正　　　健
被告ら指定代理人　　　　　　　  山　　之　　内　　　紀　　行　
同　　　　　　　　　　　　　　　川　　　原　　　　幸　　　夫　　
同　　　　　　　　　　　　　　　藤　　　川　　　　洋　　　功

同　　　　　　　　　　　　　　　川　　　畑　　　　　　　　剛

同　　　　　　　　　　　　　　　永　　　田　　　篤　　希　雄

同　　　　　　　　　　　　　　　藤　　　山　　　　雄　　　二

同　　　　　　　　　　　　　　　山　　　下　　　　恭　　　司

被告長崎市指定代理人　　　　　　鳥　　　山　　　　ふ　み　子

同　　　　　　　　　　　　　　　原　　　田　　　　敏　　　彦

被告国指定代理人　　　　　　　　中　　村　　　裕　　一　　郎　

同　　　　　　　　　　　　　　　大　　　重　　　　修　　　一

同　　　　　　　　　　　　　　　梅　　　　村　　　　　　　上

同　　　　　　　　　　　　　　　石　　　　本　　　　　　　仁

同　　　　　　　　　　　　　　　安　　　里　　賀　　奈　　子

同　　　　　　　　　　　　　　　石　　　　田　　　博　　　嗣

同　　　　　　　　　　　　　　　星　　　　　　　克　　　　憲

　　　　　　　　　　主　　　　　　　　　文

１　被告長崎市は原告白樂任に対し１６万５５８４円並びに同崔○○，，
同崔○○，同崔○○，同崔○○，同崔○○及び同崔○○に対し各１１万
０３８６円をそれぞれ受払え。

２　原告らの被告長崎市に対するその余の請求をいずれも衰却する。

３　原告らの被告国に対する請求をいずれも棄却する。

４　訴訟費用は，原告らと被告長崎市との間においては，これを１０分し，
　その９を原告らの負担とし，その余を被告長崎市の負担とし，原告らと

　被告国との間においては、全部原告らの負担とする。

５　この判決は，主文第１項に限り仮に執行することができる。

　　　　　　　　　事　実　及　び　理　由

第１　請求等

　１　請求の趣旨

（１）被告らは連帯して原告白樂任に対し１９１万５８４８円並びに同雀○○，
同崔○○，同崔○○，同崔○○，同崔○○及び同崔○○に対し各１２７万７
２３２円をそれぞれ支払え。

　（２）訴訟費用は被告らの負担とする。

　（３）仮執行宣言

　２　被告らの答弁

　（１）原告らの被告らに対する請求をいずれも棄却する。

　（２）訴訟費用は原告らの負担とする。

　（３）執行開始時期を判決が被告らに送達された後１４日を経過したときとする

　　担保を条件とする仮執行免脱宣言

第２事案の概要等　　

　１　事案の概要　

　　　本件は、昭和５５年６月，原子爆弾被爆者に対する特別措置に関する法律

　　（昭和４３年法律第５３号。以下「特別措置法」という。）５条１項により健

康管理手当の支給を受けた亡崔季澈が，その後，日本を離れて以降，同手当の

支給を受けなかったことについて，亡崔季澈の相続人らが，被告らに対し，（１）

特別措置法５条１項及び原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律（平成６年

法律第１１７号。以下「被爆者援護法」という．）２７条１項による健康管理

　手当受給権に基づいて，昭和５５年７月から平成１６年１月までの健康管理手

当（合計８４７万９２４０円）の支給を求めるとともに，(２）被告らが，亡崔季

澈の健康管理手当受給の認定期間を制限したり，離日による失権取扱いをした

　のが違法であり，その結果，健康管理手当支給相当額及び慰謝料等の損害（合

　計９５７万９２４０円）が生じたとして，国家賠償法１条１項に基づいて，賠

償を求めた事案である。

２　前提となる事実等

（１）亡崔季澈は，昭和５５年５月２日，被告長崎市から被爆者健康手帳を交付

　された。亡崔季澈は，同月１９日，被告長崎市に対し，健康管理手当の支給

　を申請し，支給対象者であることの認定を受け（以下「本件支給認定」とい

　う。），同年６月２４日，２万円の支給を受けた（争いがない事実，甲１０
　の１ないし３）。

（なお，亡崔季澈は，かねて（昭和５５毎５月１日以前）被爆者健康手帳

　の交付を受け，昭和５１年１０月２５日から昭和５２年７月９日までの間こ

　ろ，日本赤十字社長崎病院において大腿骨頭壊死の治療を受け，健康管理手

　当の支給を受けたことがあったが，その後離日していたところ，再度来日し，
上記（昭和５５年）の被爆者健康手帳交付，健康管理手当の受給に至ったも

　のであった（争いがない事実，甲９）。）

（２）亡崔季澈は，その後離日し，それ以降，被告長崎市から，健康管理手当の

　支給を受けることはなかった（甲１，２の１及び２，弁論の全趣旨）。

（３）亡崔季澈は，平成１６年５月１８日，本件訴訟を提起した後，同年７月２
　　５日に死亡した（当裁判所に顕著な事実）。

　　原告白楽任は，その当時，亡崔季澈の妻であった者であり，原告崔○○，
　同崔○○，同崔○○，同崔○○，同崔○○及び同崔○○はいずれも亡崔季澈
　の子である（明らかに争いがない事実）。（なお，法定相続分は原告白樂
　任が１５分の３であり，その余の原告がそれぞれ１５分の２である。）

３　健康管理手当に関する法令等

（１）昭和３２年，医療給付を内容とする原子爆弾被爆者の医療等に関する法律

　（昭和３２年法律第４１号。以下「原爆医療法」という。）が制定され，昭

　和４３年，各種手当等の支給を内容とする特別措塵法が制定され，平成６年，
　原爆二法を一本化し総合的な被爆者対策を実施する観点から，被爆者援護法

　が制定され，平成７年７月１日から施行された（以下，「原爆二法」とは原

　爆医療法及び特別措置法を意味し，「原爆三法」とは原爆医療法，特別措

　置法，被爆者援護法を意味する。）。

（２）原爆三法

　原爆医療法は，広島市及び長崎市に投下された原子爆弾の被爆者が今なお

　置かれている健康上の特別の状態にかんがみ，国が被爆者に対し健康診断及

　び医療を行うことにより，その健康の保持及び向上をはかることを目的とし

　（１条），被爆者が，その居住地（居住地を有しないときは現在地。以下

　　「居住地等」、という。）の都道府県知事（居住地が広島市又は長崎市である

　ときは当該市の長。以下，都道府県知事並びに広島市長及び長崎市長を併せ

　て「都道府県知事等」といい，都道府県並びに広島市及び長崎市を併せて

　「都道府県等」という。）に申請して被爆者健康手帳の交付を受けたときは，
　都道府県知事等において，被爆者に対し，毎年健康診断を行うほか，厚生大

　臣において同大臣の認定を経た被爆者に対し，必要な医療の給付又はこれに

　代わる医療費の支給を行うものとしていた（以下，被爆者健康手帳の交付を

　受けた被爆者を，かぎ括弧付きの「被爆者」と記す。）。

　特別措置法は広島市及び長崎市に投下された原子爆弾の被爆者であって，
原子爆弾の傷害作用の影響を受け，今なお特別の状態にあるものに対し、医

療特別手当の支給等の措置を講ずることにより、その福祉を図ることを目的

としており（１条），健康管理手当については，都道府県知事等において，
　「被爆者」であって，造血機能障害，肝臓機能障害その他の厚生省令で定め

　　る障害を伴う疾病（原子爆弾の放射能の影響によるものでないことか明らか

　　であるものを除く。）にかかっているものであると認定した者に対して支給

　するものとし，その認定を行う場合には，併せて当該疾病が継続すると認め

　られる期間を，疾病の種類ごとに厚生大臣が定める期間内において定めるもの

　　としていた（５条）。

　  　被爆者援護法は，附則４条２項により，施行日（平成７年７月１日）前に

　　原爆医療法３条によって交付された被爆者健康手帳は被爆者援護法２条に

　　よって交付された被爆者健康手帳とみなし，また，附則１１条１項により，
　施行の際，現に特別措置法に基づいて健康管理手当等に関する認定を受けて

　いる者は被爆者援護法に基づく同様の認定を受けた者とみなし，さらに，附

　則１３条により，平成７年６月以前の月分の特別措置法による健康管理手当

　等の支給については従前の例によるものとしている。

（３）４０２号通達等

　昭和４９年７月２２日，厚生省公衆衛生局長は，都道府県知事等に対して，
「原子爆弾被爆者の医療等に関する法律及び原子爆弾被爆者に対する特別措

　置に関する法律の一部を改正する法律等の施行について」と題する通知（衛

　発第４０２号，以下「４０２号通達」という。）を発し，同通知において，
　原爆二法は，日本国内に居住関係を有する被爆者に適用されるものであるの

　で，日本国の領域を越えて居住地等を移した者には同法の適用がないとの解

　釈を示し，その後の行政実務においては，日本国の領域を超えて居住地等を

　移した者については，被爆者としての地位及び各種手当ての受給権を失う

　　（被爆者健康手帳は失効するものとする）という取扱い（以下，「離日によ

　　る失権取扱い」ともいう。）を行っていた（甲１４，弁論の全趣旨）。

　　その後，大阪高裁平成１４年１２月５日判決（訟務月報４９巻７号１９５
　　４貫）の後，平成１５年３月１日施行の原子爆弾被爆者に対する法律施行令

　　の一部を改正する政令（平成１５年政令第１４号）及び原子爆弾被爆者に対

　　する援護に関する法律施行規則の一部を改正する省令（平成１５年厚生労働

　　省令第１６号）により，被爆者健康手帳の交付を受けた者及び健康管理手当

　　の支給認定を受けた者が出国しても失権しない取扱いに変更された（弁論の

　　全趣旨）。

　（４）認定期間について

　　　上記のとおり，特別措置法５条３項は，都道府県知事等が，健康管理手当

　　　の支給対象者であることの認定を行う場合には，併せて当該疾病が継続する

　　と認められる期間を，疾病の種類ごとに厚生大臣が定める期間内において定め

　　るものとしていたが，昭和５５年当時，同期間は，「原子爆弾に対する特別措

　　置に関する法律第５条第３項に規定する厚生大臣が定める期間」（昭和４９年

　　７月２０日厚生省告示第２０８号。以下「告示２０８号」という）によって，
　　最長３年間と定められていたく乙１の１・２，弁論の全趣旨）。

第３　争点及び当事者の主張

　　本件の主な争点は，下記１の健康管理手当受給権に基づく手当支給請求に関

　して，①亡崔季澈は，昭和５５年７月以降平成１６年１月までの健康管理手当

　受給権を取得していたか（特別措置法５条３項及び告示２０８号にもかかわら

　ず，本件認定に係る認定期間経過後の同手当受給権を取得していたか），②被

　告国は，健康管理手当の支給義務者であるか，③仮に亡崔季澈が健康管理手当

　受給権を取得していたとして，時効により消滅していないかであり，下記２の

　国家賠償法１条１項に基づく賠償請求に関して，④４０２号通達及びこれに基

　づく取扱いが，画家賠償法上違法の評価を受け，また，これについて故意・過

　失が静められるか，⑤告示２０８号及びこれに基づく取扱いが，国家賠償法上

　違法の評価を受け，また，これについて故意・過失が認められるか，⑥（国家

　賠償法上違法の評価を受ける）在外被爆者に対する立法の不備ないし立法不作

為があるか，⑦仮に亡崔季澈が，被番らに対する賠償請求権を取得したと

除斥期間経過により消滅していないかである。

１　健康管理手当受給権に基づく手当支給請求

（原告らの主張）

（１）被爆者たる地位及び健康管理手当受給権の取得

　　　　亡崔季澈は，上記のとおり，昭和５５年５月２日，被爆者健康手帳の交付

　を受け，同年６月２４日，２万円の支給を受けていたものであるから，同人

　は，「被腰者」たる地位にあり，同年７月以降も塵康管理手当を受給する権

　　利を有していた。

（２）離日による失権

　　しかるに，被告らは，亡崔季澈が日本を離れたことにより，４０２号通達

　により，失権の取扱いをした。

　　しかし，亡崔季澈が取得した「被爆者」たる地位及び健康管理手当．受給権

　　は，同人が生きている限り，どこにいても持続するものであるから，たとえ

　同人が日本を離れたとしても，その地位及び権利は消滅しないというべきで

　ある。被告らによる失権取扱いの実績は，被爆者健康手帳の交付申請や手当

　申請・受給に不当な在日要件を課すものであった。

（３）手当の支給期蘭について（争点①）

また，被告らは，亡崔季澈の健康管理手当の支給期間について，告示２０
　８号により，３年とする限定を付した。

　　　しかし，たとえ被告らに健康管理手当の支給期間の指定権があるとしても

　それは自由裁量によるものではなく，症状に即した合理性がなければならな

　　い。そして，亡崔季澈の大腿骨頭壊死の症状は，不可逆的・終身的なもので

　　あり，そのことは一見明白であったのだから，被告らは，上記のような有期

　　の限定を付すべきではなかった（なお，被告らは，最近になって，同種症状

について期間を終身と定めている）。
　　　したがって被告らの期間指定の措置は，裁量を逸脱した違法・無効な措

置であったというべきである（よって，亡崔季澈の健康管理手当の支給期間

　については，期間の限定が付されていないものというべきである。）。

（４）手当の支給義務者等（争点②）

　ア　以上から，亡崔季・は，昭和５５年７月２４日から平成１６年１月まで

　　　（２３年７か月分）の健康管理手当の受給権を有していた。

　　その額は，別紙表１のとおり，合計８４７万９２４０円である。

　イ　手当の支給義務者

　　　　そして，亡崔季澈に対する健康管理手当の支給義務は，被告国及び被告

　長崎市の両者が連帯して負担していると解するべきである。

　　すなわち，原爆二法によれば，健康管理手当の支給事業主体，支給責任

　主体は，被告国であると解釈すべきである。旧地方自治法によって，被告

　長崎市が実施機関とされたために，手当について被告長崎市が経費として

　　　支弁することになっていたが，旧地方自治法２３１条１項は，被告国の義

　　　務ないし責任を免れさせるものではないというべきである。

　　ウ　よって，被告国及び被告長崎市は，上記金額（８４７万９２４０円）を

　亡崔季澈に支払う義務があった。

（５）消滅時効について（争点③）

　ア　起算点について

　　　　亡崔季澈は，４０２号通達によって，離日により被爆者としての地位を

　　　　喪失し，健康管理手当受給権が消滅するという取扱いを受けていた（平成

　１５年３月１日に初めて，離日によって失権しない取扱いに変更されたも

　　　　のである）。

　　　　　４０２号通達は，原爆二法の趣旨に反して，在外被爆者を援護対象から

　除外したものである。そして，亡崔季澈ら在外被爆者は，経済的な観点や

　交通手段の不便さという観点などから，来日し，健康手帳の交付申請や手
　　　当申請・受給をしたり，さらには，訴訟を提起・維持することが著しく困

　難であり，加えて，日本は，出入国管理につき閉鎖的な運用等をしており

　被爆者が上記のために来日することは著しく制限されていたから，４０２
　　　号通達は，在外被爆者の権利行使を不可能ないし著しく困難にするもので

　　　あったといえる。さらに，在外被爆者で経済的に困窮する者に対する公的

　　　援助もなく，支援者による支援にも限界があった。

　　以上によれば，４０２号通達の存在は，亡崔季・が権利を行使するにつ

　いての法律上の障害であり，この通達の下では権利行使の期待可能性はな

　かったというべきである。

　　　　あるいは，被告らは，４０２号通達を発して，離日被爆者に対し，被爆

　者としての地位の喪失及び健康管理手当受給権の消滅を言明してきたので

　あるから，被告らが，昭和５５年当時から時効が進行したと主張すること

　は，信義則ないし禁反言の法理に反し許されないというべきである。

イ　権利濫用ないし時効規定の適用制限について

　　被告らは，４０２号通達によって，離日による失権取扱いをしてきたも

　　　のであり，上記のとおり，そのような取扱いは，原爆二法の趣旨に反し，
　　　また，在外被爆者の権利行使を不可能ないし著しく困難なものとする不当

　なものであった。４０２号通達には，在外被爆者を差別し，援護対象から

　排除する目的があったといえる。

　　　　このような被告らが，消滅時効を主張するのは権利の濫用というべきで

　　　ある。あるいは，このような事情の下では，消滅時効の規定は，その適用

　を制限すべきである。なお，会計法，地方自治法上の時効援用不要規定は，
　単に，援用を不要とする規定にすぎないから，除斥とはその性質が異なる

　　　というべきである。

（被告らの主張）
（１）被告国に対する健康管理手当受給権に基づく請求について（主に争点②）

ア　被告国は支給義務者でないこと

　健康管理手当の支給義務者は，都道府県等であり，被告国ではないから，
　亡崔季澈の被告国に対する健康管理手当受給権が発生する余地がない。そ

　の理由は以下のとおりである。

　（ア）特別措置法及び被爆者援護法に基づく健康管理手当の支給は，平成１
　１年法律第８７号による改正前の地方自治法（「旧地方自治法）にお

　いて，機関委任事務とされていた（旧地方自治法１４８条２項の別表

　　　　　三）。

（イ）普通地方公共団体の長が管理，執行する機関委任事務に要する費用に

　ついては，旧地方自治法２３２条１項により，普通地方公共団体が「必

要な経費を」「支弁する」とされているから，当該普通地方公共団体が，
　債務者として支払義務を負う。そして，普通地方公共団体が支弁した経

　　　　　費については，当該地方公共団体が全額これを負担する」のが原則であ

　　　　　り（平成１１年法律第８７号による改正前の地方財政法９条本文），同

　　　　　改正前の同法１０条ないし１０条の４所定の事務について国がその全部

　　又は一部を負担するにすぎなかった。

　　　このように，機関委任事務の経費については，普通地方公共団体が支

　払義務を負い，また，原則として，普通地方公共団体がその費用を最終

　的にも負担し，例外的に，国が所定の事務に限り経費の一部又は全部を

　　負担するものとされていた。

（ウ）そして，特別措置法及び被爆者援護法は，健康管理手当について，都

　道府県知事等が支給し（特別措置法５条１項，被爆者援護法２７条１
　項），その支給に要する費用は当該都道府県等が支弁する（特別措置法

　１０条１項，被爆者援護法４２条）と規定している（広島市及び長崎市

　　　　　についてはさらに，特別措置法１５条，被爆者援護法４９条。

　　　（エ）したがって，被爆者に対する健康管理手当の支給義務者は都道府県等
　　　　　である。

　　　　　　そして，以上の理は，地方自治法の改正後も妥当する（地方自治法２
　　条９項１号，被爆者援護法５１条の２，地方自治法２３２条１項）。

　（オ）以上によれば，亡崔季澈につき，健康管理手当の支給義務者は被告

　　長崎市であり，被告国ではないから，亡崔季澈の被告国に対する健康管

　　　理手当支払請求権は発生する余地がない。

　イ　時効消滅

　　仮に，被告国が支給義務者であるとされ，亡崔季澈の被告国に対する健

　康管理手当受給権が発生したとしても，同権利は，後記(２）と同様に（ただ

　　　し，根拠規定は，会計法３０条，３１条となる。）時効によって消滅した。

（２）被告長崎市に対する健康管理手当受給権に基づく請求について（争点①及

　　　び③）

　以下のとおり，亡崔季澈は，本件支給認定に係る認定期間以降の健康管理

　手当受給権を取得しておらず，また，本件支給認定に係る健康管理手当受給

　権については，時効消滅した。

　　　ア　本件支給認定に係る認定期間経過後の健康管理手当受給権について（争

　　点①）

　　　（ア）健康管理手当の受給権は，認定期間限りのものであるところ（特別措

　　　　　　置法５条３項，被爆者援護法２７条３項），その期間経過後は，新たに

　　　　　　支給認定を受けなければ健康管理手当受給権を取得しない。

　　　　　　亡崔季澈については，昭和５５年５月の本件支給認定以降，支給認定

　　　　　　を受けた事実がないから，同人は，上記認定に係る認定期間経過後（遅

　　　　　　くとも昭和５８年６月以降）の健康管理手当受給権は取得しない。

　　　（イ）この点，原告らは，告示２０８号によって健康管理手当の認定期間

　　　　　　を限定されたことが違法・無効であると主張している。

しかし、特別措置法５条３項は，厚生大臣が，健康管理手当の認定
　　　　　間を裁量により限定していることを予定しており，これは，健康管理手

　　　　　当が，放射能との関連性を明確に否定できない疾病（厚生省令で定める

　　　　　障害を伴う疾病）にかかっている者につき，日常十分に健康上の注意を

　　　　　払う必要があることから，健康管理に必要な出費に充てることを給付の

　　　　　本旨としているところ，このように被爆者の健康状態に着目し国費によ

　　　　　り支給が行われるという性格上，当該状態が継続しているかどうかを一

　　　　　定の期間経過後に確認する必要性があることによる。したがって，特別

　　　　　措置法５条３項や，これを受けて認定期間を定めた告示２０８号は，十

　　　　　分に合理性を有するものであるから，これに基づき認定期間を限定した

　　　　　ことが遵法・無効になるものではない。

（ウ）なお，原告らは，最近になって厚生労働大臣が定める期間こついての

　　　　　取扱いが変更されたことをも根拠として，従前の取扱いが違法であった

　　　　　旨を主演しているようである。なるほど，平成１５年７月２５日厚生労

　働省告示第２６６号によって，運動器機能障害を伴う疾病にかかる厚生

　　　　　労働大臣が定める期間は無期限とされるに至った（告示２０８号におい

　　　　　ては最長３年間であった）が，告示２６６号は，受給者の高齢化の一層

　の進展，健康管理手当の対象疾病の中には病状が比較的固定化している

　　　　　ものもあることなどに鑑み，受給者の便宜を図る観点から，専門家の医

　　　　　学的見地からの意見もふまえ，租税収入による公費を財源とする健康管

　　　　　理手当の支給の適正を確保する必要性とを総合勘案の上　時宜に適った

　　　　　改正を行ったものである。このような告示２６６号による取扱いの変更

　の経緯に照らすと，これと異なる従来の取扱いが違法とされる理由はな

　　　　　いというべきである。また，告示２６６号は，単に厚生労働大臣が定め

　　　　　る期間を無期限としただけであって，その中で，都道府県知事が個別の

　　　　　支給認定において認定期間を定めるかどうかは別問題であるから，告示

２６６号による取扱いの変更によって，直ちに，亡崔季澈の認定期間が

　　無期限とされることにはならない。

イ　本件支給認定に係る健康管理手当受給権について（争点②）

以下のとおり，本件支給認定に係る健康管理手当受給権については，援

　用を要するまでもなく，時効消滅した。なお，この消滅時効について信義

　則違反や権利濫用を観念する余地はないし，仮に観念した場合であっても

　本件はこれらに該当しない。

（ア）健康管理手当の受給権は，認定期間限りのものであるところ，亡崔季

　　　　　澈に対する支給認定の際定められた認定期間は，当時の健康管理手当受

　　　　　給者台帳が保存期間満了により廃棄されているため確認ができないが，
　昭和５５年当時，健康管理手当受給権者であることの認定期間は最長３
　年（特別措置法５条３項，告示２０８号）であったから，長くとも昭和

　　５８年５月までである。

　　　　　　健康管理手当は月を単位として支給されるものであり（特別措置法５
　　　　　条４項，被爆者援護法２７条４項），支払日についての規定はないから，
　毎月の手当の支給期限は，当該月の末日と解される。したがって，健康

　管理手当の受給権者は，当該月の末日には権利を行使することができる

　から，その日が消滅時効の起算日となる。

　　そして，健康管理手当受給権は，「地方公共団体に関する権利で，金

　銭の給付を目的とするもの」（地方自治法２３６条１項後段）に該当す

　るから，５年間の時効期間の経過により，援用を要せずに時効消滅する

　（同条１項，２項）。

　　　　　　したがって，本件支給認定に係る健康管理手当受給権は，各支給月

　　　　　（昭和５５年７月から昭和５８年５月）の末日から５年間の経過により，
　　　　　　時効消滅した。

　　　　（イ）起算点について

　　　　　　消滅時効の起算点は，棲利を行使することについて，法律上の障害が

　　　　　なくなった時をいい，事実上の障害は含まないと解される。本件におい

　　　　　ては，上記のとおり，各支給月（昭和５５年７月から昭和５８年５月）

　の末日である。

　　これに対し，原告らは，４０２号通達の存在等が，時効の進行開始を

　　　　　阻む法律上の障害に該当するなどと主張している。

　　　　　　しかし，①通達や行政実務の運用が，行政が多数の国民との間に関係

　を形成することから，事実として一般的性格を有するとしても，だから

　といって，通達や行政実務の運用に，一客観的な法規範性が認められるわ

　　　　　けではなく，また，②通達や行政実務の運用について訴訟を提起するこ

　　　　　とは可能なのであるから，４０２号通達の存在やこれに基づく取扱いは，
　権利行使に対する事実上の障害にすぎず，法律上の障害とはなり得ない。

　　さらに，③亡崔季澈が離日により受給できなくなった健康管理手当受

　給権は，権利行使の前提となる法律関係があり，それが確定してはじめ

　　　　　て権利行使が現実に期待できるという性質の権利ではなく，しかも，④

　本件においては，亡崔季・ないし原告らの支援者において，離日による

　　　　　失権取扱いを認識して不満を有し，裁判に訴えることも認識していたの

だから，提訴をしなかったのは亡崔季・ないし原告らの主観的事情によ

　るものというほかない。以上によれば，本件については，「単にその権

　利の行使につき法律上の障害がないというだけではなく，さらに権利の

　性質上，その権利行使が現実に期待のできるものであることをも必要と

解するべき場合」にも当たらない。

（ウ）信義則違反や権利濫用について

　　　　　原告らは，被告らが，時効を主張することが信義則違反ないし権利濫用

　である旨を主張している。

　　　　　　しかし．上記のとおり，健康管理手当受給権は，５年間の時効期間の

　　経過により，濫用を要せずに時候消滅するものであり（地方自治法２３

　　　　　６条１項，２項），同条２項の趣旨は，普通地方公共団体の債権債務の

　　　　　不安定を状態をなるべく速やかに解決し，大量かつ複雑多様な会計上の

　　　　　決済を早期に完了させる必要性があることから，消滅時効の効果の発生

　　　　　につき時効の援用等の個別事情に係る行為を排斥し，画一的に処理し規

　　　　　律することを目的として，時効期間の経過により一律に消滅時効の効果

　が発生することとしたものであるから，裁判所は，５年間が経過すれば

　　　　　当然に地方自治法２３６条２項を適用しなければならず，その際，信義

　　　　　則違反や権利濫用を観念する余地はないというべきである（なお，最高

　　　　　裁平成元年１２月２１日判決（民集４３巻１２号室２０９頁）は除斥期

　　　　　間に関するものであるが，その理由とするところは，地方自治法２３６

　条１項，２項に規定される消滅時効についても妥当するものというべき

　である。）。

　また，仮に，信義則違反や権利濫用を観念しうるとしても，①本来，

　行政機関の法解釈を誤りと考える者は，時効期間内に裁判所に司法的救

済を求めるべきであること，②仮に，通達や行政実務の運用が時効に関

　する信義則違反や権利濫用の評価根拠事実となるとすれば，制限なく過

　去にさかのぼって権利救済を求めることができることになり，法律関係

　が極めて不安定となること，③本件において，亡崔季澈は，出国により

健康管理手当の支給を受けられないことを知った時点で，訴訟を提起す

　るなどの方法により，時効中断のための措置をとることができたもので

　あり，そのことに格別の支障があったとはいえないこと，⑥４０２号通

　達で示された法解釈は相応の論拠を有するものであって，原爆三法の規

　定に明白に反するものではなく，当時の厚生省が違法な解釈であると認

　識していたわけでもないことといった事情に照らせば，被告の消滅時効

　の主張が，信義則違反や権利濫用になることはない。

（エ）そうすると，本件訴訟が提起されたのは，平成１６年５月１８日であ

るから，亡崔季澈の健康管理手当受給権臥すでに時効消滅している。

２　国家賠償法１条１項に基づく賠償請求

（原告らの主張）

（１）違法性及び故意・過失（争点④ないし⑥）

　ア　被告らが，４０２号通達の発出及びこれに基づく取扱いをした点（争点　　

　④）

　被告国は，上記のとおり，離日による失権の取扱いを定めた４０２号通

達を発出した。

　法には，被爆者の離日による地位喪失や権利消滅を定める規定はなく，
　その旨を行政の裁量に委ねる規定もなかったから，４０２号通達は，法律

　　の根拠を有さず，被爆者の権利・法的利益を侵害する違法なものといえる。

　　そして，被告国は，海外に居住する被爆者が存在することないしその可能

　　性を知っており，また，原爆二法の立法過程において，いわゆる国籍条項

　　を設けたり，国外在留の日本人の適用除外条項等を設けるなどはしておら

　ず，したがって，原爆二法が，国籍を問わず，日本への居住を問わず，被

　　爆者全てに適用されるべきものであることを知っていたにもかかわらず，
　　　４０２号通達を設けたのであるから，被告国には，上記違法についての故

　　　意があった。

　そして，長崎市長は，上記のとおり，亡崔季澈が日本を離れたことによ

　　り，４０２号通達により失権の取扱いをした。しかし，長崎市長は，機関

　　委任事務の受託者として，自ら法を解釈する権限を有していたところ，被

　　告国の法解釈の誤り・違法を看過し，これに追従したものであるから，か

　　かる行為は違法であり，故意・過失があった。

イ　告示２０８号を定めたこと及びこれに基づく取扱いをした点（被告らに

　　ついて）（争点⑤）

　　旧厚生大臣は，被爆者の症状の程度如何に関わらず，健康管理手当の支
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